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ゴールデンウィークにおける高病原性鳥インフルエンザ、豚熱、アフリ

カ豚熱、口蹄疫等の防疫対策の徹底について 

 

高病原性鳥インフルエンザ、豚熱、アフリカ豚熱、口蹄疫等に係る防疫対策に

ついては、これまでも農場における飼養衛生管理基準遵守の徹底に関する指導

や伝染病発生時におけるまん延防止対策の徹底についてお願いしてきたところ

です。 

高病原性鳥インフルエンザについては、昨年10月28日以降、全国26道県84事例

が確認されており、４月に入ってもその発生が確認されていること、昨年は５月

にも発生が確認されていることから、依然として警戒が必要です。 

豚熱については、野生いのししにおける感染が続いており、農場における飼養

衛生管理の徹底、ワクチン接種推奨地域における適時・適切なワクチン接種、野

生いのししのサーベイランス等の対策が重要となっています。本年３月には約

半年ぶりに豚飼養農場における発生が確認されており、また、これから野生いの

ししの活動がさらに活発化することを踏まえると、継続的な対策が重要です。 

アフリカ豚熱や口蹄疫については、近隣国で発生が継続し、又は拡大している

こと、新型コロナウイルス感染症に関する入国規制の緩和（2022年10月）以降、

我が国への入国者が増加していること、入国者が携帯品として違法に持ち込も

うとした豚肉製品からアフリカ豚熱ウイルスが検出されていること等を踏まえ、

我が国への侵入リスクは依然として高い状況にあり、水際対策と併せて、農場に

おける発生防止対策を徹底することが重要です。 

これからゴールデンウィークを迎えますが、同期間中においても警戒を緩め

ることなく、農場における発生予防及び万が一の発生時におけるまん延防止対

策を実施する必要があります。つきましては、下記の内容について家畜の所有者

を始め畜産関係者、市町村、関係機関、関係団体等に周知して指導いただくとと

もに、貴都道府県における体制等について確認いただき、防疫対策に万全を期す

よう改めてお願いいたします。 

 



記 

 

１ 畜産関係者の海外渡航の自粛等 

（１）畜産関係者については、アフリカ豚熱、口蹄疫等の発生地域や非清浄地域

への不要不急の渡航を自粛すること。 

（２）外国人技能実習生等の外国人従業員を受け入れている畜産関係者等にお

いては、日本への持込みが禁止されている肉製品等が母国を含む海外からの

携帯品、国際郵便物等によって持ち込まれることのないよう、当該従業員等

への周知を徹底すること。 

なお、従業員が受け取る国際郵便物等の中に動物検疫を受けていない肉製

品等を確認した場合は、直ちに動物検疫所に連絡すること。 

 

２ 衛生管理区域及び畜舎内への病原体の持込みの防止 

（１）飼養管理に関係のない者が衛生管理区域、特に畜舎へ立ち入ることのない

よう、また不要な物を持ち込むことのないよう、看板の設置等を指導するこ

と。 

（２）農場の従業員も含め、衛生管理区域及び畜舎に立ち入る場合には、飼養衛

生管理基準に従い、適切に専用の衣服や手袋・長靴を着用すること。衣服や

手袋・長靴の着用に当たっては、交換の前後で動線が交差しないよう指導す

ること。 

（３）農場内及び畜舎、車両、人、物品等の消毒を励行するよう指導すること。

消毒に当たっては、有機物の存在を前提に消毒前に、汚れを落とし適切な濃

度の消毒薬を用いること、踏込消毒槽など一定期間蔵置する消毒薬は汚れた

都度、汚れがなくとも１日１回は交換することについて指導すること。 

（４）野生動物の侵入防止のための防護柵又は防鳥ネットの設置、畜舎壁、天井

等の穴、隙間等の破損の有無等の定期的な点検を指導するとともに、不適切

な設置又は設備の不備を認めた場合は直ちに改善を図ること。 

 

３ 毎日の健康観察並びに異状の早期発見及び早期通報の指導 

（１）家畜の所有者、従業員、獣医師等に対して、「家畜伝染病予防法第 13条

の２第１項の農林水産大臣が指定する症状及び同条第４項の農林水産大臣

の指定する検体並びに家畜伝染病予防法施行規則第９条第２項第５号の農

林水産大臣が指定する症状」（平成 23 年９月 28 日農林水産省告示第 1865

号）で定める豚熱、アフリカ豚熱、口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザの特

定症状について改めて周知すること。 

（２）飼養家畜の健康観察を毎日入念に行い、特定症状の早期発見に努め、当該

症状を呈している家畜を発見したときは、当該家畜又はその死体の所在地を

管轄する家畜保健衛生所に速やかに届け出るよう指導すること。 

 

４ 緊急時における連絡体制の確保及び周知 



（１）休日においても、万が一の発生の際の連絡が支障なく行われるよう、都道

府県組織内や市町村、関係機関、関係団体等との緊急連絡体制を確認するこ

と。年度当初における担当者の人事異動も考慮し、休日であっても緊急時に

万全な防疫措置を講じられるよう、速やかに連携体制を点検すること。 

（２）管轄の家畜保健衛生所の連絡先を家畜の所有者、飼養衛生管理者、獣医師

等に改めて周知すること。 

（３）防疫措置の初動対応が迅速かつ的確に図られるよう、資材の調達先、人員

の動員元等との間で緊急連絡体制を確認すること。資材については、休日で

あっても確実に入手できることを確認すること。 

 

５ 疾病発生時の円滑な防疫措置に必要な事前準備 

（１）家畜の所有者に対し、防疫措置に伴い必要となる埋却地、焼却施設等の確

保状況について改めて確認を行い、万が一の発生に確実に備えておくこと。 

（２）休日にあっても家畜伝染病発生時に円滑な初動防疫対応を実施すること

ができるよう、都道府県組織内の各部局、関係団体、市町村等との連携を図

るとともに、事前に次の点について点検・確認しておくこと。 

① 防疫措置に係る動員計画や調達計画、さらに大規模農場における発生

時に備えた防疫措置の対応計画を点検するとともに、人員動員、資材・機

材調達、情報・広報、各種調整等について役割を確認すること。 

② 防疫作業時の動員体制については、家畜衛生担当部局・畜産関係団体の

みではなく、家畜衛生担当部局以外の都道府県職員、団体、市町村等から

の職員を含む計画となるよう、事前に関係者との合意形成を図ること。そ

の上で都道府県内からの動員では迅速な防疫措置が困難であると見込ま

れる場合には、農林水産省動物衛生課を通じて関係組織や他都道府県の

家畜防疫員の派遣要請を検討すること。 

③ 防疫資材等について、滞りなく防疫措置が実施できるよう初動対応に

必要な防護服や長靴等の資材、運搬に必要な機材及び運搬車等を確保す

ること。防疫措置の規模に応じた防疫資材の追加調達や続発事例に備え

た補充を円滑に行えるよう、４（３）で構築した緊急連絡体制により不足

時に緊急的に購入できる業者との連絡調整を図り、必要に応じて資材を

追加確保すること。 

④ 休日であっても、適切な病性鑑定が実施できるよう、必要な検査試薬・

人員を確保するとともに、検査機器の点検を実施すること。 

 


